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交通政策審議会航空分科会（第４回）

キヤノンの物流ネットワーク
と航空輸送

２００６年１２月１５日
キヤノン株式会社

生産・ロジスティクス本部
ロジスティクス業務センター
貿易業務部 堀井宣幸
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1.キヤノンの概要（売上構成）

2.物流ネットワークと取り扱い物量

3. 海外生産展開（アジア生産へのシフト）

4. 航空輸送の現状

5.航空および空港に関する要望
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地域別、事業本部別売上構成比（連結）地域別、事業本部別売上構成比（連結）

コンピュータ周辺機器

33%

オフィスイメージング機器

31%

カメラ

23%

ビジネス情報機器
3%

光学機器

・その他

10%日本
23%

米州
31%

欧州
31%

その他
15%

地域別売上高
（2005）

売上高における事業別内訳
（2005）

複写機
ネットワーク複合機
等

レーザービームプリンタ
インクジェットプリンタ
スキャナ
等

ハンディターミナル
電卓・電子辞書
等

（デジタル）カメラ
（デジタル）ビデオ
レンズ
プロジェクタ
等

半導体製造装置
液晶露光装置
医療機器
放送機器
等
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キヤノンの物流ネットワークキヤノンの物流ネットワーク
（（40FT40FT海上コンテナ換算本数による取扱物量概算）海上コンテナ換算本数による取扱物量概算）

合計＝約合計＝約 112,000FEU112,000FEU：日本発

：アジア発

（２００５年実績）
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メキシコ CBM de Mexico
マレーシア Canon Opto Malaysia

中国 キヤノン大連

360

変動相場制

79.75

ドイツ Canon Giessen
アメリカ Canon Business Machines

中国 キヤノン珠海

タイ Canon Hi-Tech Thailand

Phase1

台湾 台湾キヤノン

Phase2

中国 キヤノン中山

中国 キヤノン蘇州

ベトナム Canon Vietnam

Phase4貿易摩擦

円高

中国/ﾍﾞﾄﾅﾑ
進出

英国 Canon Manufacturing UK

フランス Canon Bretagne
アメリカ Canon Virginia

※ｷﾔﾉﾝGr.100%出資連結
子会社．生産関係会社の
子会社は除く

タイCanon Engineering ThailandPhase3
タイ Canon Ayutthaya Thailand

キヤノンの海外生産展開キヤノンの海外生産展開
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キヤノンのアジア工場キヤノンのアジア工場

大連
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台湾香港
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珠海

Shanghai 
Port

日本
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Port
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Haiphong Port

Laemchabang
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Singapore Port

Kaohsiung Port

天津

中山 深セン

Hong Kong Port
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Tokyo 
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航空輸送と海上輸送の比率航空輸送と海上輸送の比率

2005年実績

重量 運賃

ＡＩＲ
７％

ＡＩＲ
３７％

ＯＣＥＡＮ
９３％

ＯＣＥＡＮ
６３％
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航空輸送対象品目航空輸送対象品目

航空輸送 海上輸送

事務機・消耗品全般

デジタルカメラ・ビデオ・レンズ
小型・高付加価値＝運賃負担力 大

超精密機器＝温度・湿度・振動制限

在庫コスト 大

製品ライフサイクル 短

大型・大量＝運賃負担力 小

半導体製造装置

製品ライフサイクル 比較的 長
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成田

中部関空

福岡

小松

．

●

キヤノンプレシジョン（株）

●

宇都宮工場／宇都宮光学機器事業所

●
取手事業所

●

福島キヤノン（株）

●

阿見事業所

●
●
●

キヤノン化成（株）

キヤノンファインテック（株）

●

キヤノン電子（株）

●

長浜キヤノン（株）

上野キヤノンマテリアル（株）

●

●
●

大分キヤノンマテリアル（株）

大分キヤノン（株）

宮崎ダイシンキヤノン（株）

キヤノンの使用空港と輸出入物量キヤノンの使用空港と輸出入物量（（20052005年実績）年実績）

●

2,700t

1t

8,700t 5t

17,200t

●

つくばﾊﾟｰﾂｾﾝﾀｰ

輸出

輸入 3,000t

50t300t

1,200t

●
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大分キヤノン

大分港

大阪南港

関西空港
飛行機

大分ｷﾔﾉﾝ（トラック）⇒成田空港
大分ｷﾔﾉﾝ（トラック）⇒福岡空港
大分ｷﾔﾉﾝ・大分港（フェリー） ⇒ 神戸港/大阪南港（トラック） ⇒ 関西空港
大分ｷﾔﾉﾝ・大分港（フェリー） ⇒ 神戸港/大阪南港（トラック） ⇒ 成田空港
大分ｷﾔﾉﾝ・大分港（フェリー） ⇒ 追浜港（トラック） ⇒ 成田空港
大分ｷﾔﾉﾝ・西大分駅（鉄道）⇒東京ﾀｰﾐﾅﾙ（トラック）⇒成田空港
宇都宮工場（トラック）⇒成田空港
つくばパーツセンター（トラック）⇒成田空港

追浜港

船舶

トラック

国内拠点からの主な空港利用ルート国内拠点からの主な空港利用ルート

成田空港

福岡空港

神戸港

西大分駅

鉄道
東京タ

飛行機

飛行機

宇都宮工場

つくばＰＣ

12



Copyright 2006 Canon Inc.All Right Reserved.

大
分
キ
ヤ
ノ
ン

国内輸送費 国際航空運賃

空港別輸送コスト比較空港別輸送コスト比較（大分⇒シカゴの例）（大分⇒シカゴの例）

成田空港 シカゴ

シカゴ関西空港

中部国際空港

福岡空港

シカゴ

シカゴ
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航空輸送利用に際し重視するポイント航空輸送利用に際し重視するポイント

・輸送コスト
国内輸送費＋国際航空運賃＋現地輸送費＝トータルコスト

・リードタイム
工場出荷⇒海外販売会社＝トータル日数

・フライト頻度／輸送能力
就航航空会社数

輸送キャパシティ

直行便数

・航空会社のサービスレベル
定時性

グランドハンドリングを含めた貨物損傷・盗難防止等セキュリティ対応
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航空輸送に対する要望航空輸送に対する要望

・発着可能時間の拡大
⇒出荷のフレキシビリティ向上

・空港利用料の低減
⇒航空運賃の低減

・貨物便発着便数の増加
⇒出荷のフレキシビリティ向上

・成田空港への貨物集中への対策
⇒主要他空港の有効利用

・空港へのアクセス機能の強化
⇒海上空港にフェリーターミナルを配する等、地方と主要空港の

アクセスの強化・・・環境対応にも貢献
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